
議案第８０号

令和元年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第４号）

令和元年度埼玉県和光市の一般会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９７８，９４９千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，８８９，４９７千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。

令和元年１１月２８日提出

和光市長 松本 武洋

提 案 理 由

令和元年度埼玉県和光市一般会計の補正予算（第４号）について、地方自治法第２１８

条第１項の規定により、この案を提出するものである。











第　２　表

（ 追　加 ）

繰　越　明　許　費　補　正

款 項

 ８ 土木費  ３ 都市計画費

－ 5 －



(単位：千円)

事 業 名 金 額

アーバンアクア公園整備
（アーバンアクア公園設計業務委託）

３，０００

－ 6 －



第　３　表

債　務　負　担　行　為　補　正

（ 追　加 ）

事　　　　　　　　　　　　　　　項

吹上コミュニティセンター土地賃貸借契約の合意解除に係る補償

生活介護施設（知的障害者）管理運営委託

高齢者福祉センター管理運営委託

新組合設立に伴う例規整備業務委託

－ 7 －



期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

令和元年度から
令和３年度まで

吹上コミュニティセンター土地賃貸借契約の合意解除に係
る補償金の額

令和元年度から
令和６年度まで

施設の管理運営委託料及び消費税の合計額

令和元年度から
令和６年度まで

施設の管理運営委託料及び消費税の合計額

令和元年度から
令和２年度まで

例規整備業務委託料及び消費税の合計額

－ 8 －



第　４　表

地　　方　　債　　補　　正

（追　加）

（変　更）

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

白子三丁目中央土地
区画整理組合活動支
援事業

172,900 

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

補 正 前

起 債 の 目 的 限 度 額

起債の目的

小学校用地取得事業 412,500 

－ 9 －



(単位：千円)

(単位：千円)

限度額 起債の方法 利 率

247,900 

普通貸借        　　　
又　　は　
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

補 正 後

償 還 の 方 法

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

普 通貸 借
又 は
証 券発 行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。
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－ 12 －

令 和 元 年 度

埼 玉 県 和 光 市 一 般 会 計 補 正 予 算

説 明 書























































































































１ 特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期末手当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(4.30月)

3 27,180 395 11,688 39,263 7,151 46,414

(3.30月)

18 78,624 25,942 104,566 27,334 131,900

1,419 483,226 16,853 500,079 58,383 558,462

1,440 561,850 27,180 17,248 37,630 643,908 92,868 736,776

(4.30月)

3 27,180 395 11,688 39,263 7,151 46,414

(3.30月)

18 78,624 25,942 104,566 27,334 131,900

1,417 482,159 16,793 498,952 58,213 557,165

1,438 560,783 27,180 17,188 37,630 642,781 92,698 735,479

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

2 1,067 0 60 0 1,127 170 1,297

2 1,067 0 60 0 1,127 170 1,297

給　　与　　費　　明　　細　　書

給　　与　　費

区　　分 備考報　酬 給　料 通勤手当 計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

補正後

補正前

比 較

－71－





２　一般職

　 　総括
(単位：千円)

職員数

(人)

(12)

396 

(13)

402 

(△1)

△ 6

(　　)内は短時間勤務職員外書き

職員手当の内訳
(単位：千円)

給　　与　　費

給料 職員手当 計

1,417,694 1,132,173 2,549,867 505,382 3,055,249

1,508,568 1,173,089 2,681,657 558,321 3,239,978

△ 90,874 △ 40,916 △ 131,790 △ 52,939 △ 184,729

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 32,961 35,613 △ 2,652

管 理 職 手 当 53,312 55,080 △ 1,768

地 域 手 当 226,336 239,846 △ 13,510

住 居 手 当 34,585 33,626 959

通 勤 手 当 26,234 28,521 △ 2,287

期 末 手 当 384,128 397,289 △ 13,161

勤 勉 手 当 277,739 287,103 △ 9,364

特 殊 勤 務 手 当 1,896 2,120 △ 224

超 過 勤 務 手 当 93,518 92,427 1,091

計 1,132,173 1,173,089 △ 40,916

区　分 共済費 合　計 備　考

補正後

補正前

比　較
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　 　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

　 　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 △ 90,874 給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 △ 90,874 職員の採用・退職等に

伴う増減分

△ 90,874

職員手当 △ 40,916 制度改正に伴う

増減分

その他の増減分 △ 40,916 職員の採用・退職等に

伴う増減分

△ 40,916

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円) 310,821

Ｒ１年１０月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 389,054

平 均 年 齢 (歳) ４０歳０６箇月 

平 均 給 料 月 額 (円) 311,138

３１年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 388,949

平 均 年 齢 (歳) ４０歳０９箇月 

－74－



　　イ　級別職員数

級 級

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

12 3.0 11 2.8

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

12 3.0 12 3.1

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

30 7.6 29 7.4

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

42 47

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

126 113

( 12 ) ( 100 ) ( 12 ) ( 100 )

89 101

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

65 62

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

20 5.1 15 3.8

( 12 ) ( 100 ) ( 12 ) ( 100 )

396 390

(　　)内は短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務内容）

行　政　職 行　政　職
 職員数　(人) 構成比　(％)  職員数　(人) 構成比　(％)

10.6 12.1

31.8 29.0

22.5 25.9

16.4 15.9

100.0 100.0

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行政職 部長 次長 課長 課長補佐統括主査 主任 主事･技師 主事補･技師補

区分 区分

８級 ８級

７級 ７級

６級 ６級

５級 ５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

R1年10月1日 31年1月1日

－75－





期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（令和元年度に係るもの）

平 成 ３ ０ 年 度 ま で

の 支 出 額 （ 見 込 額 ）事 項 限 度 額

吹上コミュニティセンター土地
賃貸借契約の合意解除に係る補
償

吹上コミュニティセンター土地
賃貸借契約の合意解除に係る補
償金の額

生活介護施設（知的障害者）管
理運営委託

施設の管理運営委託料及び消費
税の合計額

高齢者福祉センター管理運営委
託

施設の管理運営委託料及び消費
税の合計額

新組合設立に伴う例規整備業務
委託

例規整備業務委託料及び消費税
の合計額

－ 77 －



（単位：千円）

一 般

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

令和元年度

～

令和３年度

令和元年度

～

令和６年度

令和元年度

～

令和６年度

令和元年度

～

令和２年度

令 和 元 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ

限 度 額
に 同 じ
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地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

　２．そ　　の　　他 6,510,890 5,785,765 

(1) 減税補てん債 495,985 395,455 

(2) 臨時税収補てん債 0 0 

(3) 臨時財政対策債 5,761,720 5,173,294 

(4) 減収補てん債 253,185 217,016 

区　　　　　　分
平 成 ２ ９ 年 度 末
現 在 高

平 成 ３ ０ 年 度 末
現 在 高

　１．普　　通　　債 10,470,478 11,207,632 

(1) 総  　務  　債 31,120 475,740 

(2) 民　  生  　債 970,896 811,280 

(3) 土  　木  　債 5,211,720 5,814,900 

(4) 消  　防  　債 34,920 35,960 

(5) 教  　育  　債 4,221,822 4,069,752 

合　　　　　　計 16,981,368 16,993,397 

－ 79 －



(単位：千円)

〔　〕内の金額は、平成３０年度からの繰越分を含んだ金額。

本　年　度　中　の　増　減　見　込　み

本 年 度 中
起 債 見 込 額

本 年 度 中
元 金 償 還 額

1,459,300 11,545,050 

〔1,659,600〕 〔11,745,350〕

803,100 6,208,409 

〔985,600〕 〔6,390,909〕

431,200 4,123,748 

〔449,000〕 〔4,141,548〕

0 711,928 5,073,837 

87,278 308,177 

0 

588,481 4,584,813 

36,169 180,847 

1,459,300 16,618,887 

〔1,659,600〕 〔16,819,187〕

令 和 元 年 度 末
現 在 高 見 込 額

1,121,882 

154,600 52,800 577,540 

55,900 276,706 590,474 

409,591 

14,500 5,581 44,879 

377,204 

1,833,810 

－ 80 －


